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本日の話題提供

埼玉県の温暖化実態とその影響

埼玉県における適応策の取組

地域適応センターの役割
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地球の年平均気温の推移

地球・日本の気温上昇
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気温上昇率：
0.7℃/100年

（1880～2016年）

英国気象庁解析データ（HadCRUT4）より作成
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日本の年平均気温の推移
気象庁「日本の年平均気温偏差」より作成

気温上昇率：
1.2℃/100年

（1898～2017年）

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
AR5では、1880～2012年に0.85℃上昇　→100年換算　0.64℃
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埼玉県の気温上昇
（熊谷気象台の年平均気温の推移）

4
（気象庁アメダスデータより作成）

気温上昇率：
2.1℃/100年

（1898～2017年）

最近の気温上昇率：
5.0℃/100年

（1980～2017年）
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埼玉県は昇温傾向にある

IPCCの最も過酷な今後の予測（今
世紀末に4.8℃上昇）と同等

地球規模の温暖化 ＋ 都市化による
ヒートアイランド現象との複合的な現象

実態として気温は上昇し
影響も出はじめている！
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水稲への高温障害の発生増加
2010年、2012年に主に水稲品種「彩のかがやき」

で高温障害（白未熟粒）が多発
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埼玉県における8-9月平均気温が

25℃を超える年の気温と1等米比

率との関係
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白未熟粒
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ニホンジカの大幅な増加と影響の拡大
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出典：埼玉県みどり自然課
7残された有毒植物（ハシリドコロ）

シカによる剥皮
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南方系昆虫の侵入・定着・害虫化
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熱中症搬送者数の増加

9
埼玉県消防防災課
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埼玉県における熱中症搬送者数と搬送後の死亡者数

搬送者数 搬送後死亡者数

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
2013年も8月25日までに、搬送者数：3225名　死亡者数：4名
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強雨の増加

埼玉県の1時間降水量50mm以上の雨の推移
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（気象庁アメダスデータより作成） 10
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埼玉県の気温上昇予測（環境省S-8）

（環境省推進費S-8研究共通シナリオより CMIP5 MIROC）

シナリオ
1981-2000の
平均（基準年）

2081-2100年
の平均

基準年に
対する上昇

2081-2100年

RCP2.6 12.8℃ 14.8℃ 2.0℃

RCP4.5 12.8℃ 15.5℃ 2.7℃

RCP8.5 12.8℃ 17.6℃ 4.8℃

20世紀末に比べ今世紀末には平均2.0℃～4.8℃上昇と予測
4.8℃上昇すると、現在の鹿児島県を大きく上回る
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大気中のCO2

濃度を減らす
根本
対策

不
十
分

緩和策

しかし

適応策

温暖化による悪影
響を低減する

気温上昇を止める
ことは不可能

農
業

健
康

人
命

自
然

平均気温が2℃上昇（S-8共通シナリオより）

二つの温暖化対策
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緩和策 適応策

二つの温暖化対策

化石燃料の使用量の削減

• エネルギー消費量削減
（省エネ）

• エネルギー源の転換（再
生可能エネルギー等）の
推進

分野 対策

農業
高温耐性品種の育成
高温性作物への転換
共済保険の活用

防災
ゲリラ豪雨のモニタリング
ハザードマップ・避難計画
治山治水施設の補強

水資源
ダムの運用改善
総合的水資源管理

健康
熱帯感染症ワクチン開発
熱中症警報システム

温暖化適応策の事例

世界規模・国家・制度整備
といった取り組みが不可欠 地域が主役！
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埼玉県の緩和策への取り組み

年 特記事項
1990 環境管理課地球環境推進グループ設置
1991 CO2濃度の精密観測開始
1992 地球サミットに職員を派遣

1995
イクレイと共同で「気候変動に関する世界自治体サ
ミット」を埼玉で開催

1996 埼玉県地球温暖化対策地域推進計画
2001 埼玉県地球温暖化対策実行計画
2004 埼玉県地球温暖化対策地域推進計画
2005 温暖化対策課
2008 緊急レポート「地球温暖化の埼玉県への影響」
2008 排出量取引制度 条例化

2009 温暖化対策実行計画（ストップ温暖化埼玉ナビ）

2010 環境科学国際センターに温暖化対策担当設置
2011 排出量取引制度 スタート
2015 改訂版ストップ温暖化埼玉ナビ

埼玉県の温暖化対策取り組み年表

排出量取引制度

（2011年～）

太陽光発電の普及拡大

（累積設置数全国2位）

建物の環境性能向上

（CASBEE埼玉県など）

省エネ街づくり

（エコタウンプロジェクト）

近年の特徴的な取り組み

14

環境科学国際センターの役割

• CO2等温室効果ガス精密観測
• 県・市町村温室効果ガス排出量推計
• 温対実行計画策定のための基礎情報提供（BAU等）

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
1992年の地球サミットにも職員を派遣
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埼玉県における適応策への取り組み

第７章を

「地球温暖化への適応策」

とした

2009年策定した県地球温暖化対策実行計画に適応策を明示

きっかけ？2008年に発表された二つの報告書

環境省報告書
「気候変動への

賢い適応」

環境省推進費
S-4研究報告書

「地球温暖化日
本への影響」

全国的にもかなり早い段階で位置づけた

15
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実際には（適応策）は行われてきた

部局 施策

農林部 • 高温性作物導入の検討
• 高温耐性品種の育成
• 農業共済事業

保健医療部 • 熱中症対策のための避熱シェルターの指定
• 熱中症対策の啓発・情報発信

県土整備部 • ゲリラ豪雨対策の推進（遊水池・河川整備、
ポケットダム整備）

• 排水機場の補修・更新
• 河川維持・改修

埼玉県で行っている適応策とも言える施策

潜在的適応策
16

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
環境部局に止まらず、県全体の施策を見ると「適応策とも言える施策」は行われている。
適応策を意識していない
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潜在的適応策と適応策との違いは？

• 基本的に施策として両者に大きな差はない

実施していることに差は無い

• 気候変動に対する対策として考えるかどうかが大きな違い

意識・考え方の違い

• 将来気候が変化する（気温上昇・降水量の増加）ということを意
識するかどうかの違い

将来変化を想定するかどうかの違い

徐々に気候が
変わるとい視点

潜在的
適応策

温暖化
適応策

17

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
潜在的適応策とは、適応策のうち短期的適応策として位置づけられるのでは。
温暖化が進むことはほぼ間違いないので、
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埼玉県の適応策への取り組み
2010年4月 2012年2月 2015年5月 2016年3月 2017年12月
埼玉県環境科学
国際センターに
温暖化対策担当
を設置するととも
に、環境省S-8に
参画

県庁内に「適応
策専門部会」を
設置

埼玉県地球温暖
化対策実行計画
を改訂し、適応
策を充実

埼玉県適応計画
（地球温暖化へ
の適応に向けて
～取組の方向
性）を策定・発表

環境科学国際セ
ンターを地域適
応センターに位
置づけた。

研修会

予測情報の提供

適応策の
主流化

適応策の
順応的推進

18

埼玉県の適
応計画として
位置づけ

ま
だ
中
身
は
？
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適応策の重要な視点
適応策の主

流化
適応策の順応

的推進

温暖化実態・影響
の把握情報収集

温暖化影響の将来
予測情報の収集・
整理

影響予測

温暖化実態・影響
情報の全庁的共有情報共有

担当部局による適
応策の検討と実施
（予算化・事業化）

適応策の
検討・実
施

適応策実施・進行
状況の把握

実施状況
の把握

メインストリーム化

特定の課題（気候変
動影響など）を政策
の優先課題と位置
づけ、全ての政策や
計画策定の際の前
提として考慮するこ
と。

19

既存施策の
延長

ほとんどの適応策は、気象
災害対策等として行ってい
る既存施策の延長

徐々に気候が変わる
という視点

潜在的適応策

温暖化適応策

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
総合化は縦割りの中では難しい課題
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埼玉県における具体的適応策事例
県農業技術研究センターは、高温耐性品種「彩のきずな」を作出、品種登録（2012年）

20
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埼玉県が行っている適応策の事例

オゾン暴露によりに生じた
ホウレンソウの可視被害

光化学オキシダントの
植物被害軽減手法を検討

オゾン暴露チャンバー

対照区

120ppb処理区

品種間差の比較

オゾン感受性指標の検討（気孔密度）

日本ほうれん草パスワード７

強い 弱い

光化学オキシダントによる
野菜被害が発生

野菜の光化学オキシダント
対策マニュアルを策定

光化学オキシダントのホウレンソウ・コマツナへの影響を把
握することで、品種選択等による適応策を検討している

（埼玉県環境科学国際センター） 21
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埼玉県が行っている適応策の事例

22
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埼玉県における適応策の事例
ラクビーWCが開催される熊谷スポーツ文化公園を対象に行った

暑熱対策のシミュレーションによる定量化・最適化

23

H28 県有施設暑熱対策推進事業 4300万円

H29 熊谷スポーツ文化公園木かげ創出事業4.5億円

熊谷スポーツ文化公園

 暑熱環境シミュレーション（JAMSTEC)
 暑熱環境観測（CESS)
 対策効果の定量化

暑熱対策効果の定量化・最適化
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埼玉県における適応策推進の駆動力は？

24

2008年に発表
された2つの報
告書

S-8 や RECCA 、
SI-CAT な ど 国

の適応研究プ
ロジェクトへの
参加

国による制度
化・法制化

適 応 策 の メ
ディアでの露
出

業務への位置
づけ

• 「気候変動へ
の賢い適応」

• 推進費S-4研
究報告書「地
球温暖化日
本への影響」

• 県独自の報
告書

• 条例・温対計
画への適応
策の記述

• 最新の情報
の入手が可
能

• 適応の専門
家・研究者と
の関係構築

• 2015年の国

適応計画の
策定

• 2018年の適
応法成立

• IPCC報告書

やパリ協定締
結等のニュー
スを通じ、適
応策も徐々に
浸透

• 事務分掌や
業務の年間
業務目標に
適応策への
取組を位置
づけることに
より自分ごと
化



CESS

地域適応センターの役割

25

気候変動適応法 第13条
• 気候変動情報の収集、整理、分析
• 提供、技術的助言

適応策の順応的推進

温暖化実態・影響の把握情報収集・モニタリング

温暖化影響の将来予測情報の収集・整理影響予測

温暖化実態・影響情報の全庁的共有情報共有

担当部局による適応策の検討と実施（予算化・事業化）適応策の検討・実施

適応策実施・進行状況の把握実施状況の把握

ここを担う！
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埼玉県の地域適応センターで提供する
コンテンツのイメージ（予測情報）

現在気候（1981-2005年） 近未来気候（2026-2050年）

26

MIROC5 rcp8.5

文科省SI-CAT1kmダウンスケールデータ

10年あたりの猛暑日日数予測
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埼玉県の地域適応センターで提供
コンテンツのイメージ（適応策事例）

27

熊谷スポーツ文化公園を対象とした暑熱対策の
シミュレーションによる定量化・最適化事例

文科省SI-CATにおける、JAMSTEC＆埼玉県環境科学国際センター等との共同研究成果
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ご清聴、ありがとうございました

• 埼玉県環境科学国際センター

• 研究推進室

• 嶋田知英

• shimada.tomohide@pref.saitama.lg.jp

28

謝辞：本発表の成果の一部は、文部科学省 気候変動適応技
術社会実装プログラム（SI-CAT）によるものです。
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